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22 社会福祉法人青森県社会福祉協議会 

青森県民間社会福祉事業職員共済事業設置運営規程 

 

 

設 置 昭和 62 年 5 月 28 日 

一部改正 平成 9 年 5 月 28 日 

 〃   平成 14 年 4 月 1 日 

 〃   平成 15 年 12 月 10 日 

 〃   平成 16 年 10 月 １ 日 

 〃   平成 19 年 10 月 22 日 

 〃   平成 21 年 1 月 29 日 

 〃   平成 21 年 3 月 15 日 

 〃   平成 26 年 3 月 20 日 

 〃   平成 26 年 3 月 20 日 

 〃   平成 27 年 12月 18日 

 

 

 （目的) 

第１条 この規程は、社会福祉法人青森県社会福祉協議会（以下｢県社協｣という。）定款第

２条第 18 号に規定する青森県民間社会福祉事業職員共済事業（以下「共済」という。）

について必要な事項を定め、県内の民間社会福祉事業職員の福利増進を図り、もって社会

福祉事業の推進に寄与することを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は当該各号に定めるところによる。 

(１) 事業主 

  民間社会福祉施設・団体を経営する法人及び個人経営者並びに任意団体の経営者 

(２) 契約者 

  共済契約の当事者である事業主 

(３) 加入者 

  契約者が運営する事業所に勤務する有給の役員及び職員のうち就業規則、労働協約等

により、この共済の受益者とされた者 

(４) 共済契約 

  この規程で定める退職金制度に必要な資金を契約者が県社協に預託することを約し、

県社協は契約者から権限の委任を受け、すべての契約者から預託された総資産のうちか

ら給付を行うことを約する契約をいう。 

 

 （事業) 

第３条 第１条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
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(１) 第１種共済 

ア 退会給付事業 

  イ 福利厚生事業 

(２) 第２種共済 

  ア 退会給付事業 

２ 前項に掲げた事業の運営に関する必要な事項は、別に定める。 

 

 （共済契約の締結） 

第４条 この共済への契約（以下「共済契約」という。）を希望する事業主は、職員の同意

を得て、共済契約申込書（規程様式第１号）により申し込むものとし、共済掛金の払込み

により契約が成立する。 

２ 県社協会長は、前項の規定により、共済契約が成立した事業主（以下「契約者」とい

う。）に対して共済契約証書（規程様式第２号）を発行する。 

３ 契約者は、契約証書の記載内容に変更があった時は、契約事項変更届（規程様式第３

号）により届け出るものとする。 

 

 （共済契約の解除） 

第５条 共済契約の解除を希望する契約者は、加入者の同意を得て、共済契約解除申請書

（規程様式第４号）により申請するものとし、県社協会長がこれを承認したときに成立す

る。 

 

 （共済掛金） 

第６条 第３条に規定する共済の掛金は、次のとおりとする。 

(１) 第１種共済の掛金は、本俸月額の 1,000 分の 40 とし、契約者と加入者がそれぞれ

1,000 分の 20を負担する。ただし、本俸月額の上限を 200,000円とする。 

(２) 第２種共済の掛金は、年額１口 10,000 円とし、契約者が４口から 14 口の範囲で全

額負担する。 

 

 （運営委員会） 

第７条 事業の運営を適正かつ円滑に進めるために、青森県民間社会福祉事業職員共済事業

運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設ける。 

２ 運営委員会の組織、運営については、別に定める。 

 

 (除名処分) 

第８条 県社協は、契約者が正当な理由がないにもかかわらず、第６条に規定する共済掛金

を３か月以上滞納している場合は、運営委員会の議決を経て除名することができる。 

 

 (資産) 

第９条 本事業に係る資産は、次により構成する。 

(１) 掛金 
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(２) 掛金から生ずる果実 

(３) その他の収入 

２ 県社協は、契約者から預託された資産と、その他の資産を区分して管理しなければなら

ない。 

 

 （積立金の運用） 

第 10 条 県社協は、第９条に規定する資産から第３条に定める事業に要した経費等を除い

た額（以下「積立金」という。）の運用を安全かつ効率的に行わなければならない。 

 

 （運用の基本方針及び運用ガイドライン） 

第 11 条 県社協は、積立金の運用に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を作成

し、当該基本方針に沿って運用しなければならない。 

２ 県社協は、基本方針と整合的な運用ガイドラインを作成し、次条に定める資産運用機関

に交付しなければならない。 

３ 基本方針の改定にあたっては、理事会での議決を経た後、契約者の４分の３以上の同意

を得るものとする。 

 

 （運用の外部委託） 

第 12 条 県社協は、基本方針に従い、積立金の運用に関し、給付に要する費用に充てるこ

とを目的として、県社協を受益者とする指定運用信託契約を信託会社または信託業務を営

む金融機関と締結するものとする。 

２ 県社協は、前項の規定にかかわらず、一時的保有資産の取扱いについては、基本方針の

範囲において、金融機関または証券会社等を相手方として契約を締結し、預金または貯金の

預入、有価証券の売買等により積立金を運用することができる。 

 

（積立金の運用管理） 

第 13 条 積立金の運用管理に関する権限及び責務は、次の各号のとおりとする。 

(１) 理事会の権限及び責務 

   ア 理事会は、積立金の運用管理に係る全権を有し、健全運用に係る責務を負う。 

   イ 理事会は、基本方針に定められた範囲内における業務執行権限（運用受託機関の

選任を除く）を県社協に会長に委譲する。 

 (２) 県社協会長の権限及び責務 

   ア 県社協会長は、業務執行権限を有するとともに、積立金の運用管理状況を理事会

に報告する責務を負う。 

   イ 県社協会長は、業務執行権限を事務局長に委譲する権限を有するとともに、基本

方針の遵守に係る監督責任を負う。 

 

 （債務の範囲） 

第 14 条 県社協が共済契約に基づき負担する債務については、契約者から預託された資産

の限度内において履行の責任を負う。 
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 （財政検証） 

第 15 条 県社協は、毎年度において、年金数理に基づく財政決算を行うとともに、将来に

わたって財政の均衡を保つことができるように、５年毎に年度末日を基準日として財政再

計算を行うものとする。 

２ 県社協は、資産運用機関に前項に関する事務を委託することができる。 

 

 （積立水準の回復計画） 

第 16 条 財政検証により、積立水準の不足が明らかになった場合は、県社協は、積立水準

の回復計画を策定し実施することにより積立水準の回復に努めなければならない。 

２ 積立水準回復計画に基づく計画の実施状況について、県社協は、契約者に開示しなけれ

ばならない。 

 

 (事業の廃止) 

第 17 条 共済は、契約者の４分の３以上の同意を得て、運営委員会の議決を経て、県社協

の定款に定める手続きを経て、事業を廃止することができる。 

 

 (残余財産の処分) 

第 18 条 共済を廃止したときの残余財産の処分は、運営委員会の議決を経て、県社協の定

款に定める手続きを経て決定する。 

 

 (事業等の見直し) 

第 19 条 第３条第１項に規定する事業については、原則として５年ごとに、社会情勢の変

化等を踏まえた変更の必要性について、運営委員会に諮り審議検討し、その必要があると

認めるときは、第６条に規定する共済掛金を含めて所要の改正を行うものとする。 

 

 (雑則) 

第 20 条 この規程に定めるもののほか、事業の運営に関し必要な事項は、県社協会長が別

に定める。 

 

   附 則 

 この規程は、平成 14年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成 15年 12月 10日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成 16年 10月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成 19年 10月 22日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成 21年 1月 29日から施行する。 
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   附 則 

 この規程は、平成 21年３月 15日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成 26年４月 １日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成 27年 12月 18日から施行する。 


